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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第29期 

第２四半期連結 
累計期間 

第30期 
第２四半期連結 

累計期間 
第29期 

会計期間 

自平成25年 
 11月１日 
至平成26年 
 ４月30日 

自平成26年 
 11月１日 
至平成27年 
 ４月30日 

自平成25年 
 11月１日 
至平成26年 
 10月31日 

売上高 （千円） 5,372,210 5,590,714 10,974,683 

経常利益 （千円） 357,264 283,109 585,482 

四半期（当期）純利益 （千円） 190,426 136,539 290,409 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 193,268 144,794 306,913 

純資産額 （千円） 2,830,940 2,955,886 2,944,586 

総資産額 （千円） 11,422,171 11,797,082 11,948,764 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
(円） 17.85 12.99 27.32 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 24.8 25.1 24.6 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 577,077 200,232 1,228,244 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 175,060 △301,189 △133,369 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △358,474 △123,014 △528,137 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,484,175 1,433,380 1,657,287 

 

回次
第29期

第２四半期連結
会計期間

第30期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
２月１日

至平成26年
４月30日

自平成27年
２月１日

至平成27年
４月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円） 15.00 12.09 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安・原油安を受けて企業収益は改善が持続しており、個人消

費においても力強さには欠けるものの、消費税増税前の駆け込み需要の反動も一巡し、雇用・所得環境の改善を背景

に緩やかな回復基調を維持するなど総じて回復が持続しております。

介護サービス業界においては、介護保険制度改正により介護報酬の引き下げ、要支援者の介護保険給付からの分

離・市町村移管等が実施されました。その一方で、高齢者人口の増加に伴い介護サービスの需要は年々増加してお

り、サービスの担い手である人材の確保が重要な課題となっております。 

当社グループは、次世代の担い手となる人材に対して、多様な働き方や職場環境を提供するため、ワークライフバ

ランスの適正化や研修制度の充実、処遇改善、海外進出等の取り組みをおこなってまいりました。 

このような状況のもと、当社グループは、ホーム介護事業においては、入居者数が好調に推移し、在宅介護事業に

おいては、顧客が増加し着実に売上を積み上げました。売上高は55億90百万円（前年同期比4.1％増）となりました。

また、営業利益は３億43百万円（前年同期比6.3％増）、経常利益は２億83百万円（前年同期比20.8％減）、四半期純

利益は１億36百万円（前年同期比28.3％減）となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①ホーム介護事業

 ホーム介護事業につきましては、当第２四半期連結会計期間末におけるホーム数は21ホームで居室総数は807室

となっております。ホーム介護事業の運営体制の効率アップ並びにブランディング活動等の営業強化により、入居

率の引き上げに注力しております。

 ホーム介護事業の売上高は19億95百万円（前年同期比2.3％増）、経常利益は53百万円（前年同期比68.3％減）

となりました。

②在宅介護事業

 在宅介護事業につきましては、当第２四半期連結会計期間末におけるサービス数は147サービスとなっておりま

す。

 既存事業所の稼働率向上の推進並びに障がい支援サービス等の介護保険適用外サービス獲得のための活発な営業

活動を行っております。

 在宅介護事業の売上高は27億46百万円（前年同期比1.1％増）、経常利益は１億33百万円（前年同期比111.5％

増）となりました。

③福祉用具事業

 福祉用具事業につきましては、介護のノウハウとスキルを持った福祉用具専門相談員がきめ細かくサポートし、

日常生活の自立を支援するサービスを提供しております。

 福祉用具事業の売上高は７億12百万円（前年同期比23.3％増）、経常利益は33百万円（前年同期比13.5％増）と

なりました。

④フード事業

 フード事業につきましては、主に当社が運営する有料老人ホーム等41箇所に食事を提供しております。

 オリジナル商品の販売等によるグループ外への営業強化に注力することで、ブランド力の向上に努めておりま

す。

 フード事業の売上高は23百万円（前年同期比4.9％減）、経常利益は10百万円（前年同期比1.1％減）となりまし

た。
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⑤その他

 その他につきましては、調剤薬局事業を行う連結子会社の「ロングライフファーマシー株式会社」、教育研修事

業を行う連結子会社の「ロングライフ・カシータ株式会社」（平成27年６月12日付で「ロングライフリゾート株式

会社」に商号変更）、国内外企業への投資事業を行う連結子会社の「ロングライフ国際事業投資株式会社」の３社

により構成されております。

 当セグメントの売上高は１億12百万円（前年同期比11.1％増）、経常損失は50百万円（前年同期は17百万円の経

常損失）となりました。

 

(2) 資産、負債及び純資産に関する分析

 資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ１億51百万円減少し、117億97百万円となり

ました。 

流動資産につきましては、前連結会計年度末より３億円減少し46億６百万円となりました。その主な内訳は、預

け金が14百万円増加し、現金及び預金が２億23百万円、繰延税金資産が64百万円、受取手形及び売掛金が23百万円

それぞれ減少したことによるものであります。 

固定資産につきましては、前連結会計年度末より１億48百万円増加し、71億90百万円となりました。その主な内

訳は、有形固定資産が１億７百万円、投資その他の資産が56百万円増加し、無形固定資産が15百万円減少したこと

によるものであります。 

流動負債につきましては、前連結会計年度末より４億89百万円減少し、59億44百万円となりました。その主な内

訳は、前受金が75百万円、買掛金が22百万円増加し、１年内返済予定の長期借入金が２億83百万円、賞与引当金が

１億28百万円、未払法人税等が98百万円、流動負債のその他に含まれる未払消費税が29百万円、未払費用が21百万

円、未払金が13百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

固定負債につきましては、前連結会計年度末より３億26百万円増加し、28億96百万円となりました。その主な内

訳は、長期借入金が３億32百万円増加したことによるものであります。 

また、純資産は前連結会計年度末に比べ11百万円増加し、29億55百万円となり、自己資本比率は25.1％となりま

した。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

２億23百万円減少し、14億33百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フロー状況

とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動による資金の増加は２億円（前年同期は５億77百万円の資金の増加）となりました。

 その主な内訳は、収入要因として、税金等調整前四半期純利益２億72百万円、減価償却費１億43百万円、前受金

の増加額75百万円、支出要因として、賞与引当金の減少額１億28百万円、法人税等の支払額１億71百万円等があっ

たことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動による資金の減少は３億１百万円（前年同期は１億75百万円の資金の増加）となりました。

 その主な内訳は、支出要因として、有形固定資産の取得による支出２億17百万円、敷金及び保証金の差入による

支出47百万円、関係会社株式の取得による支出31百万円等があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動による資金の減少は１億23百万円（前年同期は３億58百万円の資金の減少）となりました。

その主な内訳は、収入要因として、長期借入れによる収入11億50百万円、支出要因として、長期借入金の返済によ

る支出11億１百万円、自己株式の取得による支出74百万円、配当金の支払額58百万円、リース債務の返済による支

出28百万円等があったことによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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(6) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

会社名
 

事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
ロングライフリゾ
ート函館（仮称）
（北海道茅部郡）

その他
会員制
ホテル

610 167 借入金 平成27.２ 平成28.４

 

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

 当社グループの経営陣は、介護事業の専業者として29年にわたって従事しており、介護業界への新規参入者及び

他業種からの参入者も多い中で、この29年間に培ったノウハウは徹底的な差別化を図るに資すると考えておりま

す。

 当社グループは、ホーム介護事業における入居率の向上、在宅介護サービスの事業所の拡大、ホーム・在宅介護

サービス充実のための社内体制・内部統制の強化、スピード展開に伴うサービスの質を向上させるための人材の育

成、そして、ホーム介護事業と在宅介護事業の相互の発展が重要な課題であると認識しております。

 今後の展開として、ホーム介護事業における入居率の向上、在宅介護サービスの積極的な営業展開による収益性

の向上を図り、更なるサービスの強化やチームケアの確立など同業他社と徹底的な差別化を行い、個性溢れる有料

老人ホームの展開を通じて当社ブランドの認知度の向上を図ってまいります。

 経営方針に関しては、一貫して「ロングライフはこんなことまでしてくれるのか！」と感動をしていただけるお

客様満足の向上を第一に考えております。この理念に基づきお客様の立場に立った総合的な介護サービスを提供し

てまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,200,000

計 25,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成27年４月30日）

提出日現在発行数（株)
（平成27年６月12日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 11,190,400 11,190,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 11,190,400 11,190,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年２月１日～

 平成27年４月30日
－ 11,190,400 － 100,000 － －
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（６）【大株主の状況】

    平成27年４月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

遠藤 正一 堺市西区 1,532,000 13.69 

北村 政美 堺市西区 1,300,000 11.61 

ロングライフ総研株式会社 
大阪市中央区大手前１丁目７-31 

ＯＭＭビル 
1,105,600 9.87 

ロングライフ取引先持株会 
大阪市北区中崎西２丁目４-12 

梅田センタービル25階 
237,600 2.12 

株式会社関西アーバン銀行 大阪市中央区西心斎橋１丁目２-４ 200,000 1.78 

ロングライフホールディング従業

員持株会 

大阪市北区中崎西２丁目４-12 

梅田センタービル25階 
180,700 1.61 

井原 康晴 広島県呉市 168,000 1.50 

ロングライフホールディング役員

持株会 

大阪市北区中崎西２丁目４-12 

梅田センタービル25階 
142,200 1.27 

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 120,600 1.07 

株式会社紀陽銀行 和歌山市本町１丁目35番地 100,000 0.89 

計 － 5,086,700 45.45 

 （注）上記のほか、自己株式が797,305株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

 議決権制限株式（その他） ― ― ―

 完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  797,300
― ―

 完全議決権株式（その他） 普通株式 10,392,100 103,921 ―

 単元未満株式 普通株式   1,000 ― ―

 発行済株式総数      11,190,400 ― ―

 総株主の議決権 ― 103,921 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株（議決権14個）含

まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年４月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

 自己名義所

 有株式数

（株）

 他人名義所

 有株式数

（株）

 所有株式数

 の合計

（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

（自己保有株式）

ロングライフホールディング

株式会社

大阪市北区中崎西２丁目

４－12

梅田センタービル25階

797,300 ― 797,300 7.12

計 ― 797,300 ― 797,300 7.12

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年２月１日から平

成27年４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年11月１日から平成27年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年10月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,692,287 1,468,380 

受取手形及び売掛金 1,452,615 1,429,173 

たな卸資産 ※１ 40,715 ※１ 40,350 

繰延税金資産 111,728 47,252 

預け金 ※２ 1,407,914 ※２ 1,421,950 

その他 202,037 199,678 

流動資産合計 4,907,299 4,606,785 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 5,858,133 5,894,573 

減価償却累計額 △2,118,092 △2,208,469 

建物及び構築物（純額） 3,740,040 3,686,104 

車両運搬具 4,956 4,956 

減価償却累計額 △4,942 △4,946 

車両運搬具（純額） 13 9 

工具、器具及び備品 420,964 432,502 

減価償却累計額 △331,812 △347,682 

工具、器具及び備品（純額） 89,152 84,820 

土地 2,284,295 2,438,561 

リース資産 304,993 318,457 

減価償却累計額 △172,677 △199,450 

リース資産（純額） 132,315 119,006 

建設仮勘定 15,320 39,925 

有形固定資産合計 6,261,137 6,368,428 

無形固定資産    

のれん 31,887 19,132 

その他 24,996 22,586 

無形固定資産合計 56,883 41,718 

投資その他の資産    

投資有価証券 138,489 148,980 

関係会社株式 13,767 43,313 

差入保証金 431,593 477,163 

長期前払費用 66,098 61,294 

その他 73,493 49,398 

投資その他の資産合計 723,443 780,150 

固定資産合計 7,041,464 7,190,297 

資産合計 11,948,764 11,797,082 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年10月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年４月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 104,054 126,357 

短期借入金 204,668 195,005 

1年内返済予定の長期借入金 533,443 249,447 

リース債務 55,420 54,148 

未払金 309,516 296,222 

未払費用 504,484 482,754 

未払法人税等 170,280 71,997 

前受金 4,183,820 4,259,781 

賞与引当金 226,445 97,721 

契約解除引当金 23,323 19,243 

その他 118,745 92,195 

流動負債合計 6,434,201 5,944,874 

固定負債    

長期借入金 2,309,982 2,642,307 

リース債務 90,523 76,907 

繰延税金負債 29,499 31,360 

退職給付に係る負債 42,208 48,647 

資産除去債務 88,600 90,545 

その他 9,163 6,554 

固定負債合計 2,569,976 2,896,321 

負債合計 9,004,177 8,841,196 

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 100,000 

利益剰余金 2,935,075 3,013,376 

自己株式 △126,806 △201,774 

株主資本合計 2,908,269 2,911,602 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 19,874 26,910 

為替換算調整勘定 16,154 17,373 

その他の包括利益累計額合計 36,028 44,284 

少数株主持分 288 － 

純資産合計 2,944,586 2,955,886 

負債純資産合計 11,948,764 11,797,082 
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年11月１日 

 至 平成26年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年４月30日) 

売上高 5,372,210 5,590,714 

売上原価 4,164,784 4,232,652 

売上総利益 1,207,425 1,358,061 

販売費及び一般管理費 ※ 884,309 ※ 1,014,693 

営業利益 323,116 343,368 

営業外収益    

受取利息 216 290 

受取配当金 143 360 

受取入居者負担金 7,210 7,820 

施設利用料収入 674 547 

助成金収入 2,474 249 

寄付金収入 51,408 － 

その他 8,836 6,189 

営業外収益合計 70,965 15,456 

営業外費用    

支払利息 33,057 29,963 

支払手数料 － 17,000 

持分法による投資損失 2,455 20,853 

その他 1,304 7,898 

営業外費用合計 36,817 75,715 

経常利益 357,264 283,109 

特別損失    

固定資産売却損 18,005 － 

固定資産除却損 2 9 

減損損失 8,064 － 

店舗閉鎖損失 － 9,092 

賃貸借契約解約損 1,665 789 

訴訟関連損失 722 516 

特別損失合計 28,461 10,408 

税金等調整前四半期純利益 328,802 272,701 

法人税、住民税及び事業税 116,357 72,813 

法人税等調整額 22,884 63,348 

法人税等合計 139,241 136,162 

少数株主損益調整前四半期純利益 189,560 136,539 

少数株主損失（△） △865 － 

四半期純利益 190,426 136,539 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年11月１日 

 至 平成26年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年４月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 189,560 136,539 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,986 7,036 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,720 1,218 

その他の包括利益合計 3,707 8,255 

四半期包括利益 193,268 144,794 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 194,134 144,794 

少数株主に係る四半期包括利益 △865 － 
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年11月１日 

 至 平成26年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 328,802 272,701 

減価償却費 156,969 143,559 

長期前払費用償却額 6,060 5,489 

のれん償却額 12,754 14,466 

減損損失 8,064 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △100 － 

ホーム介護アフターコスト引当金の増減額（△は

減少） 
△10,800 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,058 △128,724 

契約解除引当金の増減額（△は減少） △6,757 △4,080 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,576 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 6,439 

受取利息及び受取配当金 △360 △650 

支払利息 33,057 29,963 

持分法による投資損益（△は益） 2,455 20,853 

有形固定資産売却損益（△は益） 18,005 － 

有形固定資産除却損 2 9 

店舗閉鎖損失 － 9,092 

売上債権の増減額（△は増加） 54,499 23,442 

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,736 365 

預け金の増減額（△は増加） △197,644 △14,035 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,402 22,303 

未払金の増減額（△は減少） 10,945 △36,076 

前受金の増減額（△は減少） 342,779 75,960 

未収消費税等の増減額（△は増加） 6,415 432 

未払消費税等の増減額（△は減少） 26,727 △29,052 

その他 △2,067 △15,448 

小計 752,314 397,011 

利息及び配当金の受取額 360 650 

利息の支払額 △33,083 △26,219 

法人税等の支払額 △142,515 △171,209 

営業活動によるキャッシュ・フロー 577,077 200,232 
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    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年11月１日 

 至 平成26年４月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年11月１日 
 至 平成27年４月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △80,925 △464 

有形固定資産の取得による支出 △184,878 △217,623 

有形固定資産の売却による収入 472,131 － 

無形固定資産の取得による支出 △10,211 △1,056 

敷金及び保証金の差入による支出 △23,152 △47,219 

敷金及び保証金の回収による収入 5,807 1,649 

長期前払費用の取得による支出 △3,102 △2,974 

関係会社株式の取得による支出 － △31,546 

その他 △609 △1,954 

投資活動によるキャッシュ・フロー 175,060 △301,189 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △94,900 △9,663 

長期借入れによる収入 200,000 1,150,000 

長期借入金の返済による支出 △323,550 △1,101,671 

リース債務の返済による支出 △22,603 △28,378 

自己株式の取得による支出 △64,365 △74,968 

配当金の支払額 △53,055 △58,333 

財務活動によるキャッシュ・フロー △358,474 △123,014 

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 64 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 393,673 △223,906 

現金及び現金同等物の期首残高 1,090,502 1,657,287 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,484,175 ※ 1,433,380 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

    該当事項はありません。

 

（追加情報）

   （法人税率の変更等による影響） 

    「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の

引下げが行われることとなりました。これに伴い、平成27年11月１日以後開始する連結会計年度において解消が見

込まれる一時差異等について、その繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、37.08％から

35.33％に変更されます。 

 この税率変更による影響額は軽微であります。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成26年10月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成27年４月30日） 

商品 29,108千円 28,969千円 

貯蔵品 11,607 11,380 

 

※２ 預け金の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度（平成26年10月31日）

 預け金1,407,914千円のうち144,179千円は、三井住友信託銀行株式会社との有料老人ホーム「ロングラ

イフ神戸青谷」の賃貸借契約、1,263,176千円は、株式会社朝日信託との入居一時金保全信託契約に関わ

るものであります。

 

当第２四半期連結会計期間（平成27年４月30日）

 預け金1,421,950千円のうち131,681千円は、三井住友信託銀行株式会社との有料老人ホーム「ロングラ

イフ神戸青谷」の賃貸借契約、1,289,712千円は、株式会社朝日信託との入居一時金保全信託契約に関わ

るものであります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年11月１日 

  至  平成26年４月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年11月１日 

  至  平成27年４月30日） 

広告宣伝費 139,495千円 153,164千円 

給与手当 230,729 276,193 

役員報酬 91,620 92,932 

賞与引当金繰入額 18,182 14,224 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年11月１日
至  平成26年４月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年11月１日
至  平成27年４月30日）

現金及び預金勘定 1,519,175千円 1,468,380千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △35,000 △35,000

現金及び現金同等物 1,484,175 1,433,380

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年11月１日 至 平成26年４月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月13日

取締役会
普通株式 53,943 5.0 平成25年10月31日平成26年１月14日  利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年11月１日 至 平成27年４月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月12日

取締役会
普通株式 58,237 5.5 平成26年10月31日平成27年１月13日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年11月１日 至 平成26年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

ホーム 
介護 

在宅介護 福祉用具 フード 計 

売上高              

外部顧客への売上高 1,951,134 2,716,710 578,418 24,236 5,270,500 101,710 5,372,210 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,110 4,077 22,393 229,107 260,688 2,267 262,955 

計 1,956,244 2,720,787 600,812 253,343 5,531,188 103,977 5,635,165 

セグメント利益又は損
失（△） 

168,313 62,962 29,287 10,684 271,247 △17,401 253,846 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調剤薬局事業、教育研修事業及び

投資事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 271,247

「その他」の区分の利益 △ 17,401

未実現利益の調整額 69

のれんの償却額 △ 12,754

全社損益（注） 116,104

四半期連結損益計算書の経常利益 357,264

（注）全社損益は、当社におけるグループ会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年11月１日 至 平成27年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

ホーム 
介護 

在宅介護 福祉用具 フード 計 

売上高              

外部顧客への売上高 1,995,386 2,746,379 712,941 23,050 5,477,757 112,956 5,590,714 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

－ 4,776 13,962 245,313 264,052 1,805 265,858 

計 1,995,386 2,751,155 726,904 268,364 5,741,810 114,762 5,856,572 

セグメント利益又は損
失（△） 

53,372 133,142 33,245 10,565 230,325 △50,010 180,314 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調剤薬局事業、教育研修事業及び

投資事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 230,325

「その他」の区分の利益 △50,010

未実現利益の調整額 71

のれんの償却額 △14,466

全社損益（注） 117,189

四半期連結損益計算書の経常利益 283,109

（注）全社損益は、当社におけるグループ会社からの経営指導料及びグループ管理に係る費用であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

   １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年11月１日
至 平成26年４月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年11月１日
至 平成27年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 17.85円 12.99円

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 190,426 136,539

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 190,426 136,539

普通株式の期中平均株式数（株） 10,670,949 10,513,328

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年６月11日

ロングライフホールディング株式会社 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 森田  義  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 笹川 敏幸  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているロングライフホ

ールディング株式会社の平成26年11月１日から平成27年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27

年２月１日から平成27年４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年11月１日から平成27年４月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ロングライフホールディング株式会社及び連結子会社の平成27年４月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

          ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成27年６月12日

【会社名】 ロングライフホールディング株式会社

【英訳名】 LONGLIFE HOLDING Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 遠藤 正一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市北区中崎西二丁目４番12号 梅田センタービル25階

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長遠藤正一は、当社の第30期第２四半期（自平成27年２月１日 至平成27年４月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


